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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】現場への防災システムの導入設置に関する容易
性の向上を図ることができる、防災支援方法、プログラ
ム及び防災支援システムを提供する。
【解決手段】防災支援方法は、提示工程を含む。提示工
程にて、建設又は建造に関する活動の進行状況に応じて
活動エリアの形状又は規模の少なくとも一方が変化する
現場２００の管理者Ｘ１に対して、少なくとも１つの防
災機器２を含む防災システム１の設置に関する助言情報
を提示する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　建設又は建造に関する活動の進行状況に応じて活動エリアの形状又は規模の少なくとも
一方が変化する現場の管理者に対して、少なくとも１つの防災機器を含む防災システムの
設置に関する助言情報を提示する提示工程を含む、
　防災支援方法。
【請求項２】
　前記助言情報は、前記現場への設置が推奨される前記防災システムを特定するための特
定情報を含む、
　請求項１に記載の防災支援方法。
【請求項３】
　前記助言情報は、前記現場における前記防災システムの設置位置を特定するための位置
情報を含む、
　請求項１又は２に記載の防災支援方法。
【請求項４】
　前記助言情報は、前記活動が実施される活動期間における前記活動の進捗状況を表す進
捗情報に基づいて提示される情報である、
　請求項１～３のいずれか１項に記載の防災支援方法。
【請求項５】
　前記提示工程にて、前記活動が実施される活動期間内の特定日の日程に対する前記助言
情報を提示する、
　請求項１～４のいずれか１項に記載の防災支援方法。
【請求項６】
　前記現場における前記防災システムの設置状況を前記現場の外部から遠隔で管理又は監
視する状況工程を更に含む、
　請求項１～５のいずれか１項に記載の防災支援方法。
【請求項７】
　前記防災システムに関する使用期限及び使用回数のうち少なくとも一方に関する情報を
管理する管理工程を更に含む、
　請求項１～６のいずれか１項に記載の防災支援方法。
【請求項８】
　前記管理者に対して、前記防災システムを貸与して、前記活動が実施される活動期間中
において前記現場に対して防災機能を構築する支援工程を更に含む、
　請求項１～７のいずれか１項に記載の防災支援方法。
【請求項９】
　１以上のプロセッサに請求項１～８のいずれか１項に記載の防災支援方法を実行させる
ためのプログラム。
【請求項１０】
　少なくとも１つの防災機器を含む防災システムと、
　建設又は建造に関する活動の進行状況に応じて活動エリアの形状又は規模の少なくとも
一方が変化する現場の管理者に対して、前記防災システムの設置に関する助言情報を提示
する提示部と、
を備える、
　防災支援システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、一般に、防災支援方法、プログラム、及び防災支援システムに関する。より
詳細には、本開示は、作業現場又は工事現場といった現場での防災に関する防災支援方法
、プログラム、及び防災支援システムに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、無線による防災システムについての記載がある。この防災システムは
、出入口、非常口、複数のブースを有するイベント会場に仮設工事で設置される防災・防
犯管理設備を有している。防災・防犯管理設備は、イベント会場内の所望の位置に設置さ
れる複数の感知器、発報装置、及び消火器用パネル装置を備えている。そして、イベント
会場で火災等の異常事態が発生した場合、カメラ部が起動して異常事態の発生現場を撮影
し、異常事態発生情報やカメラ映像情報等が、現場責任者携帯端末、及び会場入場者携帯
端末に送信されて、異常事態の発生が通知される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１９－２１９８４４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、建物等を建設中或いは船舶等を建造中における工事現場又は作業現場といっ
た現場での防災強化が望まれる。しかし、現場への防災システムの導入設置は容易ではな
い可能性がある。
【０００５】
　本開示は上記事由に鑑みてなされ、現場への防災システムの導入設置に関する容易性の
向上を図ることができる、防災支援方法、プログラム、及び防災支援システムを提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本開示の一態様の防災支援方法は、提示工程を含む。前記提示工程にて、建設又は建造
に関する活動の進行状況に応じて活動エリアの形状又は規模の少なくとも一方が変化する
現場の管理者に対して、少なくとも１つの防災機器を含む防災システムの設置に関する助
言情報を提示する。
【０００７】
　本開示の一態様のプログラムは、１以上のプロセッサに上記防災支援方法を実行させる
ためのプログラムである。
【０００８】
　本開示の一態様の防災支援システムは、少なくとも１つの防災機器を含む防災システム
と、提示部と、を備える。前記提示部は、建設又は建造に関する活動の進行状況に応じて
活動エリアの形状又は規模の少なくとも一方が変化する現場の管理者に対して、前記防災
システムの設置に関する助言情報を提示する。
【発明の効果】
【０００９】
　本開示によれば、現場への防災システムの導入設置に関する容易性の向上を図ることが
できる、という利点がある。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、一実施形態に係る防災支援システムを備える統合システムの全体構成を
示す概略図である。
【図２】図２は、同上の防災支援システムにおける防災システムの概念図である。
【図３】図３Ａは、同上の防災システムにおける感知器のブロック構成図である。図３Ｂ
は、同上の防災支援システムにおける支援サーバのブロック構成図である。
【図４】図４は、同上の防災システムが設置される現場の活動エリアを説明するための図
である。
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【図５】図５は、同上の防災支援システムから提示される助言情報を説明するための図で
ある。
【図６】図６Ａ及び図６Ｂは、同上の感知器が現場に設置される様子を示す図である。
【図７】図７は、同上の統合システムにおける動作例１を説明するためのシーケンス図で
ある。
【図８】図８は、同上の統合システムにおける動作例２を説明するためのシーケンス図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　（１）概要
　以下の実施形態において説明する各図は、模式的な図であり、各図中の各構成要素の大
きさ及び厚さそれぞれの比が、必ずしも実際の寸法比を反映しているとは限らない。
【００１２】
　本実施形態に係る防災支援方法は、例えば、作業現場又は工事現場といった現場２００
（図１及び図２参照）での防災に関する。
【００１３】
　本開示でいう「現場」は、建設又は建造に関する活動が実施される場所である。本開示
でいう「建設」は、建築、土木、トンネル、橋、道路、ダム、河川整備、港、空港、公園
又は都市開発等の経済活動を意味する。例えば「建築」の対象は、戸建て住宅又は集合住
宅（マンション）等の住宅でもよいし、商業ビル等の非住宅でもよい。また本開示でいう
「建造」は、船舶等の構造物を造る経済活動を意味する。以下では一例として、現場２０
０が、商業ビルの建築現場であることを想定する。
【００１４】
　また以下でいう防災の対象となる事象は、火災であることを想定する。しかし、防災の
対象となる事象は、火災に限定されず、水害、地震、ガス漏れ、又は不完全燃焼によるＣ
Ｏ（一酸化炭素）の発生等でもよい。
【００１５】
　ここで本実施形態の一の形態に係る防災支援方法は、支援工程を含む。支援工程にて、
現場２００の管理者Ｘ１（図１参照）に対して、少なくとも１つの防災機器２を含む防災
システム１を貸与して、活動が実施される活動期間中（ここでは建設期間中）において現
場２００に対して防災機能を構築する。以下では、防災システム１を貸与する者を「貸与
者」と呼び、防災システム１の貸与を受ける者を「被貸与者」と呼ぶことがある。
【００１６】
　管理者Ｘ１は、建設予定又は建設中の現場２００を管理する者であり、ここでは依頼者
（発注者）から現場２００への商業ビルの建設を請け負う建設会社５０２の者を含むこと
を想定する。つまり、管理者Ｘ１は、防災システム１の貸与を受けた被貸与者（建設会社
５０２）を含む。したがって、管理者Ｘ１は、建設会社５０２の者である現場監督Ｘ１０
（現場２００の責任者）及びオペレータＸ１２等を含み得る。
【００１７】
　この構成によれば、支援工程にて、防災システム１を貸与して、活動期間中において現
場２００に対して防災機能を構築する。そのため、コスト面等の問題に起因して防災強化
は容易に実現しにくい現場２００に対して、貸与による防災システム１によって解消され
る可能性が高くなる。結果的に、防災支援方法には、現場２００での防災強化を実現しや
すくすることができる、という利点がある。
【００１８】
　なお、管理者Ｘ１は、「被貸与者」だけでなく、現場２００への防災システム１の設置
及び回収等を行うメンテナンス会社５０１の者（例えばメンテ作業者Ｘ１１）も含み得る
。また管理者Ｘ１は、現場２００で火災発生に関する通報を受けて現場２００に駆け付け
る警備会社５０３の者（例えば警備員Ｘ１３）も含み得る。
【００１９】
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　本実施形態の別の形態に係る防災支援システム１００は、少なくとも１つの防災機器２
を含む防災システム１と、支援部３１（図１参照）と、を備えている。支援部３１は、現
場２００の管理者Ｘ１に対して、防災システム１を貸与して、活動が実施される活動期間
中において現場２００に対して防災機能を構築する。例えば、支援部３１は、防災システ
ム１の貸与に関するデータの管理と支援を行う。
【００２０】
　以下では、支援部３１の機能が、現場２００の外部にあり、１台のサーバ装置から構成
される支援サーバ３に組み込まれているものとする。しかし、支援部３１の機能は、複数
台のサーバ装置に分散的に組み込まれてもよいし、そのようなサーバ装置が、例えばクラ
ウド（クラウドコンピューティング）を構築してもよい。
【００２１】
　この構成においても、現場２００での防災強化を実現しやすくすることができる、とい
う利点がある。
【００２２】
　ところで、本実施形態では、防災支援方法は、提示工程を含む。提示工程にて、現場２
００の管理者Ｘ１に対して、少なくとも１つの防災機器２を含む防災システム１の設置に
関する助言情報を提示する。現場２００では、建設又は建造に関する活動の進行状況に応
じて活動エリア３００（図４参照）の形状又は規模の少なくとも一方が変化する。
【００２３】
　この構成によれば、提示工程にて、防災システム１の設置に関する助言情報を提示する
。そのため、活動の進行状況に応じて形状又は規模の少なくとも一方が変化し得る活動エ
リア３００の現場２００に対して、防災システム１の設置を容易に行える可能性が高くな
る。結果的に、防災支援方法には、現場２００への防災システム１の設置に関する容易性
の向上を図ることができる、という利点がある。
【００２４】
　また本実施形態では、防災支援システム１００は、少なくとも１つの防災機器２を含む
防災システム１と、提示部３２（図１参照）と、を備えている。提示部３２は、建設又は
建造に関する活動の進行状況に応じて活動エリア３００の形状又は規模の少なくとも一方
が変化する現場２００の管理者に対して、防災システム１の設置に関する助言情報を提示
する。例えば、提示部３２は、助言情報を、ネットワークＮＴ１を介して、メンテナンス
会社５０１のメンテ作業者Ｘ１１が所有する提示装置６（図１及び図５参照）に出力し、
提示装置６から提示させる。
【００２５】
　以下では、提示部３２の機能が、現場２００の外部にあり、支援部３１の機能と同様に
支援サーバ３に組み込まれているものとする。しかし、提示部３２の機能は、支援部３１
の機能が組み込まれる筐体（装置）とは別の筐体（装置）に組み込まれてもよい。また提
示部３２の機能は、複数台のサーバ装置に分散的に組み込まれてもよいし、そのようなサ
ーバ装置が、例えばクラウド（クラウドコンピューティング）を構築してもよい。
【００２６】
　この構成においても、現場２００への防災システム１の設置に関する容易性の向上を図
ることができる、という利点がある。
【００２７】
　（２）詳細
　以下、本実施形態に係る防災支援システム１００を備える統合システムＡ１について、
図１～図８を参照しながら詳しく説明する。
【００２８】
　（２．１）統合システムの全体構成
　統合システムＡ１は、図１に示すように、防災支援システム１００と、複数（図１では
合計５つ）の外部装置５とを備えている。
【００２９】
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　防災支援システム１００は、作業現場又は工事現場といった複数の現場２００（図１及
び図２参照）での防災に関する支援を行う。以下では、図１に示すように、複数の現場２
００が第１現場２０１と第２現場２０２とを含む場合を想定する。
【００３０】
　以下では説明の便宜上、第１現場２０１及び第２現場２０２はいずれも、同一の建設会
社５０２が請け負った建設現場であるとするが、互いに異なる建設会社の建設現場でもよ
い。また第１現場２０１におけるビル建設を依頼する依頼者は、第２現場２０２における
ビル建設を依頼する依頼者と違うことを想定するが、同一でもよい。
【００３１】
　また以下では、第１現場２０１における工期と、第２現場２０２における工期とは重な
っておらず、第１現場２０１における工期が終了した後に、第２現場２０２の建設が着工
されるものとする。ただし、当然ながら、互いの工期の少なくとも一部が重複する可能性
もある。
【００３２】
　ここでは一例として、防災支援システム１００は、少なくとも１つの防災機器２を含む
防災システム１を複数組と、支援サーバ３とを備えている。
【００３３】
　支援サーバ３は、現場２００の外部に設置されている。支援サーバ３は、例えば、防災
システム１を貸与する者である「貸与者」が運用することを想定する。貸与者は、リース
会社５００であり、支援サーバ３は、リース会社５００の社内に設置されている。支援サ
ーバ３は、リース会社５００の社内に設置されるルータ等を介して、インターネット等の
ネットワークＮＴ１（図１参照）と接続されている。
【００３４】
　リース会社５００は、防災システム１を製造及び販売する会社（以下、「メーカ」と呼
ぶ）から、１又は複数の防災システム１を購入する。なお、防災システム１及び支援サー
バ３の詳細な構成については、以降の欄で説明する。
【００３５】
　リース会社５００は、建設会社５０２（被貸与者）と、「リース（貸与）」と「防災支
援」に関するサービス契約を締結し、１又は複数の防災システム１をリース（レンタル）
する。本実施形態では商業ビルの建設を想定しているため、被貸与者が建設会社５０２（
いわゆるゼネコン）である。しかし、被貸与者は、建設会社５０に限定されず、例えば戸
建ての住宅等の建築を請け負う工務店等でもよい。
【００３６】
　要するに、本実施形態では一例として、リース会社５００が、リースサービスと、防災
支援サービスの両方をとりまとめて提供する。
【００３７】
　リース会社５００は、メンテナンス会社５０１と業務の提携を行っている。リース会社
５００は、リースの対象となる防災システム１の設置、回収、及び清掃等の業務を統括的
にメンテナンス会社５０１に依頼する。例えば、リース会社５００は、建設会社５０２と
、上記のサービス契約を締結すると、メンテナンス会社５０１に、建設会社５０２の管轄
する第１現場２０１及び第２現場２０２の各々に対して、防災システム１の設置を指示す
る。リース会社５００は、上記のサービスの提供に対する対価として、サービス料金（リ
ース料金も含む）の支払いを受ける。リース会社５００は、取引先となった建設会社５０
２の与信管理も行う。
【００３８】
　ところで、リースサービスと防災支援サービスとは、別々の者によって提供されてもよ
い。例えば、防災支援に関する業務をメーカが担い、リースに関する業務（リース料金等
の回収及び与信管理）をリース会社５００が担ってもよい。メーカは、例えば防災システ
ム１をリース会社５００に販売し、そこから月々の定額をリース会社５００に支払って、
防災システム１を戻す（リースバック）。つまり、防災システム１の使用権は、メーカに
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ある状態になる。メーカは、メンテナンス会社５０１に防災システム１の設置や回収等の
指示をする。この場合、支援サーバ３は、メーカが運用してもよい。建設会社５０２は、
サービス料金（リース料金も含む）をリース会社５００に支払う。リース会社５００は、
支払われたサービス料金の一部をメーカに渡す。
【００３９】
　複数（図示例では合計５つ）の外部装置５は、図１に示すように、例えば、メンテサー
バ４と、提示装置６と、監視サーバ７０と、情報端末７１と、警備サーバ８とを含む。
【００４０】
　メンテサーバ４は、メンテナンス会社５０１が運用するサーバである。メンテサーバ４
は、例えばメンテナンス会社５０１の社内に設置されている。メンテサーバ４は、メンテ
ナンス会社５０１の社内に設置されるルータ等を介して、ネットワークＮＴ１と接続され
ている。そして、メンテサーバ４は、ネットワークＮＴ１を介して、リース会社５００が
運用する支援サーバ３と双方向に通信可能である。メンテサーバ４は、ネットワークＮＴ
１を介して、その他の外部装置５とも双方向に通信可能でもよい。
【００４１】
　提示装置６は、メンテナンス会社５０１の者（例えば、メンテ作業者Ｘ１１）が携帯す
るスマートフォン又はタブレット端末等の情報端末を想定する。提示装置６は、それを携
帯するメンテ作業者Ｘ１１が社外に居る場合、通信事業者が提供する携帯電話網（キャリ
ア網）又は公衆無線ＬＡＮ（Local Area Network）等を介して、ネットワークＮＴ１に接
続される。
【００４２】
　詳細は後述するが、防災システム１の設置に関する助言情報は、提示装置６を通じて提
示される。提示装置６は、タッチパネル式の液晶ディスプレイ又は有機ＥＬ（Electro-Lu
minescence）ディスプレイを含む表示部６０（図５参照）を有し、「助言情報の提示」は
、表示部６０からの画面出力によって行われることを想定する。提示装置６には、支援サ
ーバ３等と通信して助言情報に関するＧＵＩ（Graphical User Interface）を提示するた
めの専用のアプリケーションソフト（以下、単に「提示アプリ」と呼ぶ）が予めインスト
ールされている。助言情報は、支援サーバ３から直接、或いは、支援サーバ３からメンテ
サーバ４を経由して、提示装置６に送信される。
【００４３】
　メンテ作業者Ｘ１１は、提示装置６を用いて、各現場２００に関する防災システム１の
設置作業、及び回収作業等を行う。またメンテ作業者Ｘ１１は、提示装置６を用いて、防
災システム１に関する種々の状況を管理、監視する。メンテ作業者Ｘ１１は、防災システ
ム１の清掃業務も行う。
【００４４】
　提示装置６は、表示部（ディスプレイ）等が付設される据置型のパーソナルコンピュー
タでもよい。また「助言情報の提示」は、画面出力に限られず、画面出力の代わりに又は
画面出力に加えて、音声出力によって行われてもよい。
【００４５】
　監視サーバ７０は、建設会社５０２が運用するサーバである。監視サーバ７０は、例え
ば建設会社５０２の社内に設置されている。監視サーバ７０は、建設会社５０２の社内に
設置されるルータ等を介して、ネットワークＮＴ１と接続されている。そして、監視サー
バ７０は、ネットワークＮＴ１を介して、リース会社５００が運用する支援サーバ３と双
方向に通信可能である。また監視サーバ７０は、ネットワークＮＴ１を介して、各防災シ
ステム１及び警備サーバ８とも双方向に通信可能である。監視サーバ７０は、ネットワー
クＮＴ１を介して、その他の外部装置５とも双方向に通信可能でもよい。
【００４６】
　建設会社５０２のオペレータＸ１２は、監視サーバ７０と社内ＬＡＮで接続される端末
（例えばパーソナルコンピュータ）を用いて、各現場２００の状況を管理、監視する。
【００４７】
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　情報端末７１は、建設会社５０２の者（例えば、現場監督Ｘ１０又はオペレータＸ１２
等）が携帯するスマートフォン又はタブレット端末等を想定する。情報端末７１は、人が
装着又は着用可能なウェアラブル端末（ウェアラブルコンピュータ）でもよい。情報端末
７１は、それを携帯する現場監督Ｘ１０が社外（例えば現場２００）に居る場合、通信事
業者が提供する携帯電話網又は公衆無線ＬＡＮ等を介して、ネットワークＮＴ１に接続さ
れる。
【００４８】
　詳細は後述するが、防災システム１が、現場２００で火災の発生を検知すると、その旨
（火災情報）が、ネットワークＮＴ１を介して、情報端末７１等に通知される。なお、以
下では、防災システム１の感知器２１が火災の発生を検知したことを、単に「火災が発生
した」と呼ぶことがある。
【００４９】
　情報端末７１は、タッチパネル式の液晶ディスプレイ又は有機ＥＬディスプレイを含む
表示部を有し、火災情報の「通知」は、その表示部の画面出力によって行われることを想
定する。情報端末７１には、防災システム１と通信して火災情報に関するＧＵＩを提示す
るための専用のアプリケーションソフト（以下、単に「通知アプリ」と呼ぶ）が予めイン
ストールされている。火災情報は、防災システム１から直接、或いは、防災システム１か
ら監視サーバ７０を経由して、情報端末７１に送信される。
【００５０】
　火災情報を受けて通知アプリを通じて出力される通知情報は、火災が発生した現場２０
０を特定可能な情報（住所、工事内容、及び発注者の名前等）を含む。また通知情報は、
例えば、現場２００が存在する周辺地域に関する簡易的な地図情報を含む。地図情報には
、現場２００の位置を示すマーカ、及び現場２００内での火災が検知された位置（連動元
の感知器２１の位置）を示すマーカが表示されることが好ましい。
【００５１】
　防災システム１の防災機器２は、ＧＰＳ（Global PositioningSystem）等の衛星測位シ
ステムを用いて現在の自機の位置情報を取得し、その位置情報を火災情報に含めて情報端
末７１に送信してもよい。通知情報は、ＧＰＳによる防災機器２の位置を示すマーカを地
図情報に表示させてもよい。また情報端末７１も、ＧＰＳ等の衛星測位システムを用いて
現在の自機の位置情報を取得し、情報端末７１の現在地を表すマーカを地図情報に表示さ
せてもよい。
【００５２】
　通知情報は、火災が発生した現場２００の画像情報を含んでもよい。画像情報は、撮像
部（カメラ等）により撮像された、火災が発生した現場２００のリアルタイムの映像（動
画又は静止画）を含み得る。撮像部は、防災機器２に付設されてもよいし、防災機器２と
は別体に設置されてもよい。火災情報の「通知」は、画面出力に限られず、画面出力の代
わりに又は画面出力に加えて、音声出力によって行われてもよい。
【００５３】
　警備サーバ８は、警備会社５０３が運用するサーバである。建設会社５０２は、防災及
び防犯に関する業務について警備会社５０３と提携する。警備サーバ８は、例えば警備会
社５０３の社内に設置されている。警備サーバ８は、警備会社５０３の社内に設置される
ルータ等を介して、ネットワークＮＴ１と接続されている。そして、警備サーバ８は、ネ
ットワークＮＴ１を介して、建設会社５０２が運用する監視サーバ７０や情報端末７１と
双方向に通信可能である。
【００５４】
　警備会社５０３の警備員Ｘ１３は、例えば、現場２００で火災が発生した場合に、建設
会社５０２からの要請を受けて、その現場２００に駆けつける。警備サーバ８は、建設会
社５０２からの要請（情報）を、監視サーバ７０又は情報端末７１から受信する。建設会
社５０２からの要請は、現場監督Ｘ１０又はオペレータＸ１２等から電話を通じて口頭で
警備員Ｘ１３に伝えられてもよい。なお、警備員Ｘ１３は、火災が発生していない通常時
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においても、建設会社５０２からの要請に応じて、各現場２００の定期巡回をする。
【００５５】
　警備サーバ８は、ネットワークＮＴ１を介して、各防災システム１と直接通信可能でも
よい。上述した火災情報は、各防災システム１から直接警備サーバ８に送信されてもよい
。警備サーバ８は、ネットワークＮＴ１を介して、その他の外部装置５とも双方向に通信
可能でもよい。
【００５６】
　（２．２）防災システム
　次に、貸与の対象となる防災システム１の構成について図２及び図３Ａを参照しながら
説明する。以下で説明する防災システム１は、各現場２００に貸与され得る単なる一例で
あって、少なくとも１つの防災機器２を含めばよい。ただし、防災システム１は、現場２
００で火災が発生した場合に、火災情報を現場２００の外部に通知するための通信機能を
有していることが望ましい。
【００５７】
　本実施形態では、現場２００の規模、工事内容、又は現場作業員の人数等によって、防
災機器２の数及び種類が異なり得る。例えば第１現場２０１に設置される防災機器２の数
及び種類は、第２現場２０２に設置されるものと異なり得る。
【００５８】
　さらに各現場２００における活動エリア３００（図４参照）は、建設工事の進行状況に
応じて、その形状又は規模の少なくとも一方が変化し得る。そのため、本実施形態では、
同一の現場２００においても、時系列で見れば、設置される防災機器２の数及び種類も変
化する。
【００５９】
　防災システム１は、図２に示すように、複数（図示例では５台）の防災機器２を含む。
複数の防災機器２は、複数台（図２では２台）の感知器２１と、アダプタ２３（移報接点
アダプタ）と、照明機器２２と、通信装置２４とを含む。
【００６０】
　防災機器２は、外部電源（例えば商用の電力系統）に電気的に接続され、外部電源から
供給される交流電力（例えば実効値１００Ｖ）を直流電流に変換して駆動してもよい。た
だし、建設中の現場２００では、防災機器２は、外部電源から電力供給を得られない可能
性が高い。そこで、本実施形態では一例として、防災機器２は全て電池式である。言い換
えると、防災機器２は、内蔵バッテリーからの電力により駆動する。したがって、現場２
００に外部電源や非常用電源がなくても、防災システム１を利用可能となる。
【００６１】
　なお、建設工事が進み、工期の後半になると、外部電源から電力供給を得られやすくな
る場合がある。その場合には、複数の防災機器２の少なくとも１つが、外部電源により駆
動するものに交換されてもよい。
【００６２】
　各感知器２１は、火災の発生を検知する検知機能を有している。現場２００では、空気
中に建材からの粉塵等が漂っている可能性が高い。そのため、各感知器２１は、例えば、
火災の発生に伴う熱に応じて、火災の発生を検知する感熱式で構成されている。
【００６３】
　ただし、複数の感知器２１の少なくとも１つは、火災の発生に伴う煙の発生量（濃度）
に応じて火災の発生を検知する光電式で構成されてもよい。或いは、複数の感知器２１の
少なくとも１つは、感熱式と光電式の両方の機能を有してもよい。この場合、感知器２１
は、粉塵等が漂っている可能性が高い日中の時間帯では、熱による火災検知を実行し、工
事が中断している夜間の時間帯では、煙による火災検知を実行するように動作を切り替え
てもよい。また複数の感知器２１の少なくとも１つは、様々なガス種に対応するマルチガ
スセンサとして構成されてもよい。
【００６４】
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　また各感知器２１は、建設状況によっては壁面及び天井面等が未だ完成していない現場
２００に設置されることを考慮して、防水構造を有していることが好ましい。
【００６５】
　また各感知器２１は、火災の発生を検知した場合に周囲に報知する警報器としての機能
も有している。したがって、各感知器２１は、火災の発生時に警報音等の音を出力する。
【００６６】
　複数台の感知器２１は、いわゆる連動型の感知器であり、いずれの感知器２１で火災を
検出しても、他の感知器２１と連動して（他の感知器２１と共に）、警報音の発報を行う
ように構成されている。火元の位置にある感知器２１（連動元）は、例えば「ビュービュ
ー、火事です。」という警報音の発報を行う。他の感知器２１（連動先）は、例えば「ビ
ュービュー、他所で火事です。」という警報音の発報を行う。
【００６７】
　具体的には、例えば、複数台の感知器２１のうちいずれか１つが親機として機能し、他
の残りの感知器２１が子機として機能する。親機の感知器２１は、子機である他の感知器
２１の識別情報を記憶している。各感知器２１に対する親機又は子機の設定は、感知器２
１に付設されるディップスイッチ等によって切り替えられる。親機、子機の設定は、例え
ばメンテ作業者Ｘ１１が現場２００で行う。
【００６８】
　子機が連動元であれば、火災の発生を検知した旨を示す連動信号を親機に送信する。連
動信号を受信した親機は、自機も警報音の発報を行うと共に、他の子機に連動信号を送信
して警報音の発報を行わせる。親機が連動元である場合も、親機は、全ての子機に連動信
号を送信して警報音の発報を行わせる。また親機は、火災を検知した旨を示す警報信号を
アダプタ２３に送信する。
【００６９】
　各感知器２１は、図３Ａに示すように、制御部２１０、通信部２１１、（内蔵）バッテ
リー２１２、報知部Ｅ１（作動灯２１３及び音響部２１５）、及び検知部２１６を有して
いる。バッテリー２１２は、例えば、リチウム電池であり、感知器２１は、バッテリー２
１２から供給される電力によって動作する。
【００７０】
　制御部２１０は、例えば、１以上のプロセッサ（マイクロプロセッサ）と１以上のメモ
リとを含むコンピュータシステムにより実現され得る。つまり、１以上のプロセッサが１
以上のメモリに記憶された１以上のプログラム（アプリケーション）を実行することで、
制御部２１０として機能する。プログラムは、ここでは制御部２１０のメモリに予め記録
されているが、インターネット等の電気通信回線を通じて、又はメモリカード等の非一時
的な記録媒体に記録されて提供されてもよい。
【００７１】
　制御部２１０は、自機の固有の識別情報を記憶している。自機が親機であれば、制御部
２１０は、子機の固有の識別情報を記憶している。
【００７２】
　制御部２１０は、通信部２１１、報知部Ｅ１、及び検知部２１６等を制御する。また制
御部２１０は、バッテリー２１２の直流電力から各種の回路の動作電力を生成する電源回
路を制御する。
【００７３】
　検知部２１６は、感熱式のセンサである。検知部２１６は、例えばサーミスタ等の熱検
知素子を１又は複数有している。各熱検知素子は、火災に相当する温度の熱を検知して電
気信号（検知信号）を制御部２１０に送信する。制御部２１０は、検知部２１６からの検
知信号に基づき、火災が発生したか否かを判定する。検知部２１６は、感熱式のセンサの
代わりに又は加えて、光電式のセンサを有してもよい。
【００７４】
　通信部２１１は、電波を媒体とする無線信号を送信及び受信する。通信部２１１は、他
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の感知器２１の通信部２１１と通信する。また自機が親機であれば、通信部２１１は、ア
ダプタ２３（移報接点アダプタ）と通信する。通信部２１１は、アンテナと、送信回路と
、受信回路とを有している。送信回路は、制御部２１０から入力されたデータを無線信号
に変調し、アンテナを介して送信する。受信回路は、アンテナを介して受信した無線信号
を復調し、復調したデータを制御部２１０に出力する。
【００７５】
　通信部２１１は、例えば、電波法施工規則第６条第４項第３号に規定される「小電力セ
キュリティシステムの無線局」に準拠して無線通信を行っており、４２６ＭＨｚの周波数
帯の電波を利用して、他の感知器２１及びアダプタ２３と無線通信を行う。
【００７６】
　報知部Ｅ１は、作動灯２１３及び音響部２１５から構成される。報知部Ｅ１は、火災の
発生を周囲に報知する機能を有している。
【００７７】
　音響部２１５は、音（音波）を出力する。音響部２１５は、制御部２１０にて火災が発
生したと判定したときに、火災の発生を報知するように警報音を出力する。音響部２１５
は、電気信号を音に変換するスピーカ、及び音響回路等により構成される。また音響部２
１５は、取り換え時期、故障、又は電池切れ等が発生したと制御部２１０が判定した場合
に、その発生の旨を報知するための音（報知音）を出力する。音響部２１５は、動作試験
時においても、警報音及び報知音を試験的に出力する。
【００７８】
　動作試験は、各感知器２１の筐体２０から露出する操作ボタンが押し操作されることで
実行可能となっている。特にアダプタ２３に付設される操作ボタンが押し操作されること
で、複数の感知器２１の動作試験を連動して実行可能となっている。
【００７９】
　なお、警報中に、感知器２１又はアダプタ２３の操作ボタンが押し操作されると、警報
音の出力は停止する。
【００８０】
　作動灯２１３は、光源としてＬＥＤ（Light Emitting Diode）２１４、及び点灯回路等
を有している。作動灯２１３は、通常時（火災の監視時）には消灯している。制御部２１
０にて火災が発生したと判定した場合に、作動灯２１３は、警報音の発報の開始と共に、
点滅又は点灯を開始し、警報音の発報が停止すると停止する。また作動灯２１３は、取り
換え時期、故障、又は電池切れ等が発生したと制御部２１０が判定したとき、その発生の
旨を周囲の人に知らせるために点滅する。つまり、現場２００で作業中の人は、作動灯２
１３を視認することで、感知器２１の動作状態を確認できる。
【００８１】
　アダプタ２３（移報接点アダプタ）は、親機の感知器２１と無線通信するように構成さ
れる。親機の感知器２１は、上述の通り、自機又はいずれかの子機の感知器２１で火災の
発生を検知すると、その旨を示す警報信号をアダプタ２３に送信する。警報信号は、火元
となった連動元の感知器２１を特定可能な情報（例えば感知器２１の識別情報等）を含む
。アダプタ２３は、例えば活動エリア３００の出入口付近に設置される（図５参照）。
【００８２】
　またアダプタ２３は、上述の通り、複数の感知器２１の警報を連動して停止させたり、
動作試験を連動して実行させたりするための操作ボタンを有している。アダプタ２３は、
電池式であり、例えばリチウム電池等の内蔵バッテリーから供給される電力によって動作
する。
【００８３】
　ここでアダプタ２３は、少なくとも現場２００では、照明機器２２及び通信装置２４と
通信可能に接続されている。具体的には、アダプタ２３は、照明機器２２及び通信装置２
４と、２本の信号線Ｌ１（図２では模式的に１本で図示）を介して、渡り配線方式で接続
される。アダプタ２３は、一対の無電圧端子（移報接点）を有している。アダプタ２３は
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、親機の感知器２１から警報信号を受信すると、移報接点（ａ接点）を閉じることで、照
明機器２２を点灯させ、さらに通信装置２４に、火災情報を情報端末７１及び監視サーバ
７０等の外部装置５へ送信させる。要するに、アダプタ２３は、親機の感知器２１から警
報信号を受信すると、信号線Ｌ１を介した無電圧移報を照明機器２２及び通信装置２４に
出力する。アダプタ２３は、移報中に操作ボタンが押されると、移報接点を開いて、移報
出力を停止する。
【００８４】
　照明機器２２は、ＬＥＤ等の光源、及び光源を点灯させるための点灯回路等を有してい
る。照明機器２２は、信号線Ｌ１を介して、アダプタ２３から移報を受けると、光源を点
灯させる。言い換えると、防災支援方法は、少なくとも防災の対象となる事象（ここでは
火災）が現場２００で発生した場合に、事象（火災）の発生に連動して現場２００におけ
る照明の点灯を実行する照明工程を含む。ここでは照明機器２２は、避難誘導用の照明と
して、活動エリア３００の出入口付近又は避難経路上に設置される（図５参照）。
【００８５】
　照明機器２２は、現場２００に簡易的に設置可能に構成される。照明機器２２は、持ち
運びが容易な小型の筐体を有していることが好ましい。照明機器２２は、電池式であり、
例えばリチウム電池等の内蔵バッテリーから供給される電力によって動作することを想定
するが、外部バッテリー（例えばＵＰＳ：Uninterruptible Power Supply）から供給され
る電力によって動作してもよい。
【００８６】
　照明機器２２が現場２００に設置されていれば、火災が検知されたときに照明機器２２
が点灯することで、現場２００に存在する人が避難しやすい状況を提供できる。結果的に
、現場２００に存在する人は、火災の発生時に、迅速に避難活動を行える。特に、地下階
等のように十分な明るさを確保しにくい環境下で現場作業員が工事作業中に、火災が発生
して更に停電等が発生した場合、照明機器２２の点灯により、逃げ遅れを抑制できる。
【００８７】
　通信装置２４は、ネットワークＮＴ１を介して、情報端末７１及び監視サーバ７０等の
外部装置５と通信するための通信機能を有している。通信装置２４は、信号線Ｌ１を介し
て、アダプタ２３から移報を受けると、連動元の感知器２１の識別情報等を含む火災情報
を示す無線信号を生成して、情報端末７１及び監視サーバ７０等の所定の外部装置５に送
信する。特に、設置される現場２００によって現場監督Ｘ１０が変わる可能性があり、火
災情報の送信先となる情報端末７１も変わる可能性がある。そのため、防災システム１が
貸与されるその都度、通信装置２４のメモリにおける送信先を指定する識別情報等が設定
変更される。通信装置２４は、例えば活動エリア３００の出入口付近に設置される（図５
参照）。
【００８８】
　情報端末７１及び監視サーバ７０の各々は、通信装置２４から火災情報を受信すると、
連動元の感知器２１の固有の識別情報と、後述する貸与情報Ｍ１（図３Ｂ参照）とから、
防災システム１が設置されている現場２００の位置等を特定する。情報端末７１は、通知
アプリを起動して、現場２００の位置等を画面表示する。支援サーバ３は、貸与情報Ｍ１
を管理している。情報端末７１及び監視サーバ７０の各々は、貸与情報Ｍ１を支援サーバ
３から取得する。取得タイミングは、特に限定されず、現場２００への設置が完了した時
点でもよいし、火災情報を受信した時点でもよい。また上述の通り、防災機器２がＧＰＳ
により自機の位置情報を取得している場合には、ＧＰＳによる位置情報が、情報端末７１
から画面表示されてもよい。
【００８９】
　ここで本実施形態の各防災機器２は、壁面や天井面等が未完状態にある現場２００での
設置の容易性を向上させるために、取付部２６（図６Ｂ参照）を有している。図６Ｂは、
感知器２１が、現場２００における建物の躯体となる鉄骨Ｔ１に設置されている様子を示
す模式的な側面図である。取付部２６は、例えば、各防災機器２の筐体のベース（図６で



(13) JP 2021-152814 A 2021.9.30

10

20

30

40

50

は感知器２１の筐体２０の取付ベース）の上面に固定されたマグネットにより構成される
。取付部２６は、両面テープ、又は引っ掛け構造により構成されてもよい。このように取
付部２６が設けられていることで、防災機器２を建物の壁や天井等の下地、又は仮設の足
場等に直接設置できる。
【００９０】
　（２．３）支援サーバ
　次に、防災システム１を貸与する貸与者によって運用される支援サーバ３の構成につい
て図１及び図３Ｂを参照しながら説明する。
【００９１】
　支援サーバ３は、図１及び図３Ｂに示すように、処理部３０を有している。また支援サ
ーバ３は、図３Ｂに示すように、通信部３３及び記憶部３４を更に有している。
【００９２】
　通信部３３は、支援サーバ３がネットワークＮＴ１を介して複数台の外部装置５とそれ
ぞれ通信するための通信インタフェースである。
【００９３】
　記憶部３４は、読み書き可能なメモリで構成されている。記憶部３４は、例えばフラッ
シュメモリである。記憶部３４は、処理部３０の外部に設けられているが、処理部３０の
内部に設けられていてもよい。すなわち、記憶部３４は、処理部３０の内蔵メモリであっ
てもよい。記憶部３４は、貸与情報Ｍ１を記憶する。また記憶部３４は、防災システム１
の通信装置２４の識別情報、及び複数の外部装置５の識別情報を記憶する。記憶部３４は
、これら以外の種々のデータも記憶する。
【００９４】
　処理部３０は、例えば、１以上のプロセッサ（マイクロプロセッサ）と１以上のメモリ
とを含むコンピュータシステムにより実現され得る。つまり、１以上のプロセッサが１以
上のメモリに記憶された１以上のプログラム（アプリケーション）を実行することで、処
理部３０として機能する。プログラムは、ここでは処理部３０のメモリに予め記録されて
いるが、インターネット等の電気通信回線を通じて、又はメモリカード等の非一時的な記
録媒体に記録されて提供されてもよい。処理部３０は、支援部３１と提示部３２とを有し
ている。言い換えると、処理部３０は、支援部３１としての機能、及び提示部３２として
の機能を有している。
【００９５】
　支援部３１は、現場２００の管理者Ｘ１（例えば建設会社５０２）に対して、防災シス
テム１を貸与して、建設（活動）が実施される建設期間（活動期間）中において現場２０
０に対して防災機能を構築するように構成される。言い換えると、防災支援方法は、現場
２００の管理者Ｘ１に対して、防災システム１を貸与して、建設（活動）が実施される建
設期間（活動期間）中において現場２００に対して防災機能を構築する支援工程を含む。
ここでは支援部３１は、防災システム１の貸与に関するデータ（以下、「貸与情報Ｍ１」
と呼ぶ）を記憶部３４に記憶して管理を行う。
【００９６】
　［貸与情報］
　ここで貸与情報Ｍ１について説明する。貸与情報Ｍ１は、貸与される防災システム１に
関する第１情報と、防災システム１が設置される現場２００及び建設会社５０２に関する
第２情報と、貸与期間に関する第３情報とを対応付けしたデータである。貸与情報Ｍ１は
、例えば、貸与される防災システム１ごとに、つまり現場２００に設置される防災システ
ム１ごとに生成される。防災システム１の貸与期間が終了すると、上記の対応付けは解消
されて、貸与情報Ｍ１は、履歴情報として保管される。
【００９７】
　第１情報は、貸与される防災システム１に含まれる防災機器２の台数情報、種類情報、
及び固有の識別情報等を含む。種類情報は、例えば、感知器２１、照明機器２２、アダプ
タ２３、又は通信装置２４の種別に関する項目、及び感知器２１における感熱式又は光電
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式の種別に関する項目等を含み得る。種類情報は、品番又は型番を含み得る。
【００９８】
　記憶部３４は、リース会社５００が貸与可能な防災機器２に関するカタログ情報（マス
タ情報）を記憶している。カタログ情報は、例えばメーカのサーバ等からダウンロードに
より取得される。第１情報のうち種類情報、及び識別情報等は、カタログ情報に基づく情
報である。
【００９９】
　第２情報は、防災システム１の貸与を受ける被貸与者（顧客）である建設会社５０２に
関する情報を含む。また第２情報は、防災システム１が設置される現場２００に関する情
報（場所、規模、工事内容、及び現場作業員の人数等）も含む。第２情報は、リース会社
５００と建設会社５０２との間でサービス契約が締結された時点で登録され得る顧客情報
（マスタ情報）に基づく情報である。
【０１００】
　第３情報は、上述の通り、貸与期間に関する情報である。貸与期間は、現場２００での
建設期間と概ね合致するが、必ずしも合致するとは限らない。支援部３１は、第３情報に
基づき貸与状況情報を生成して、複数の防災機器２が貸与中か否かを管理する。貸与状況
情報は、記憶部３４に記憶される。言い換えると、防災支援方法は、貸与の対象となる複
数の防災機器２について、貸与中か否かを示す貸与状況情報を管理する管理工程を更に含
む。支援部３１は、貸与状況情報を、リース会社５００の者（例えば担当者）のパーソナ
ルコンピュータ等のユーザ端末のディスプレイに出力する。貸与状況情報は、メンテサー
バ４及び提示装置６等にも送信されて、メンテナンス会社５０１と情報共有がなされる。
このように貸与状況情報を管理することで、防災システム１の管理が行いやすくなる。例
えば、現在貸与されておらず、倉庫等に保管されている防災機器２の種類及び台数を容易
に把握できる。
【０１０１】
　本実施形態では一例として、支援部３１は、貸与される２つ以上の防災機器２について
グループを設定する。そして、支援部３１は、防災機器２のグループ単位で貸与を管理す
る。具体的には、支援部３１は、１つの現場２００に対して貸与される２つ以上の防災機
器２にグループＩＤを割り振り、貸与情報Ｍ１では、このグループＩＤに貸与期間（第３
情報）を紐づけて管理する。言い換えると、防災支援方法は、貸与される２つ以上の防災
機器２についてグループを設定する設定工程を含む。貸与期間が終了すれば、設定された
グループは解消され、新たに別の現場２００に貸与される場合には、グループの再設定が
行われる。グループ設定を行うことで、防災システム１の管理が行いやすくなる。ただし
、支援部３１は、貸与期間について防災機器２の単位で管理してもよい。
【０１０２】
　本実施形態の支援サーバ３は、建設会社５０２から、ある現場２００に設置する防災シ
ステム１の貸与を要求するための貸与要求（信号）を受け付けるように構成される。支援
サーバ３は、貸与要求を受信すると、その現場２００の規模（建築面積等）、工期、工事
内容、及び現場作業員の人数等に応じて、防災機器２の台数、及び種類を推定して提案す
る。工事内容は、例えば、住宅又は非住宅の別、及び、木構造、鉄筋コンクリート構造、
又は鋼構造等の別に関する。記憶部３４は、現場２００の規模、工事内容、又は現場作業
員の人数等に応じた、複数のモデル（機械学習モデルでもよい）を記憶する。具体的な一
例を挙げると、例えば、小規模のビル建設に対応するモデルは、感知器２１を５台、アダ
プタ２３を１台、照明機器２２を１台、及び通信装置２４を１台、といった内容の情報を
含む。支援サーバ３は、上記モデルに加えて、ＢＩＭ（Building Information Modeling
）データに基づいて、提案情報を生成する。ＢＩＭデータは、建物の形状、空間関係、地
理情報、建物部材の数量及び特性を含み、建物が三次元モデルで表現されたデータを含む
こともある。支援サーバ３は、対象となる現場２００のＢＩＭデータを含む貸与要求を、
監視サーバ７０又は情報端末７１等の外部装置５から受信することを想定する。
【０１０３】
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　支援部３１は、通信部３３を通じて、ある現場２００に関する貸与要求を受信すると、
記憶部３４に記憶される複数のモデルから、その現場２００にマッチするモデルを選択す
る。そして、支援部３１は、そのモデルに基づき、推奨される防災機器２の台数及び種類
を含む提案情報を生成して、貸与要求の送信元（監視サーバ７０又は情報端末７１等）に
送信する。提案される内容は、現場２００の工期の終盤における最終的な規模として必要
と推定される最大の台数、及び種類であることが好ましい。支援部３１は、提案情報を送
信した相手（監視サーバ７０又は情報端末７１等）から肯定的な回答を受信すると、提案
情報に基づいて貸与する防災機器２の台数、及び種類を決定する。もちろん、貸与する防
災機器２の台数、及び種類は、建設会社５０２からの直接的な指定に基づいて決定されて
もよい。支援部３１は、提案情報に対して否定的な回答を受信すると、別のモデルを選択
して、別の提案情報を送信する（再提案）。
【０１０４】
　支援部３１は、貸与する防災機器２の台数及び種類、並びに貸与期間等が確定すると、
第１情報、第２情報、及び第３情報に基づき、貸与情報Ｍ１を生成する。生成された貸与
情報Ｍ１は、記憶部３４に記憶される。なお、支援部３１が貸与情報Ｍ１を生成する際に
、第１情報、第２情報、及び第３情報に関して不足する情報が存在すれば、リース会社５
００の担当者が、ユーザ端末を用いて適宜に入力を行う。
【０１０５】
　支援部３１は、生成した貸与情報Ｍ１に応じて、設置要求（信号）をメンテサーバ４又
は提示装置６等に送信して、メンテナンス会社５０１に、対象となる現場２００への防災
システム１の設置を依頼する。設置要求は、少なくとも、現場２００を特定するための情
報、及び設置対象の防災機器２を特定するための情報を含む。
【０１０６】
　メンテナンス会社５０１のメンテ作業者Ｘ１１は、受信した設置要求に基づき、設置対
象の防災機器２を準備して現場２００まで搬送し、設置作業を行う。搬送作業と設置作業
は、異なるタイミングで行われてもよい。建設の進行状況によっては、例えば着工して間
もない時期（基礎工事の段階）では、感知器２１等の設置する場所を確保することが困難
である可能性がある。そのため、設置作業は、着工開始から所定期間を空けて開始されて
もよい。
【０１０７】
　そして、支援部３１は、貸与期間が終了間際になると、回収要求（信号）をメンテサー
バ４又は提示装置６等に送信して、メンテナンス会社５０１に、対象となる現場２００か
ら防災システム１の回収を依頼する。
【０１０８】
　ここで本実施形態の防災システム１は、建設期間（活動期間）後に現場２００とは別の
現場２００で再利用される。つまり、メンテ作業者Ｘ１１は、第１現場２０１の貸与期間
が終了して防災システム１を回収した後に、第２現場２０２の貸与期間が発生すると、そ
の回収した防災システム１を設置要求に応じて第２現場２０２に設置する。結果的に、防
災システム１の廃棄を抑制して、貸与された防災システム１の有効利用を図ることができ
る。
【０１０９】
　現場２００に設置された防災システム１は、建材からの粉塵等によって、また雨風に曝
されることで汚れている可能性が高く、特に感知器２１が汚れていると、火災の誤検知が
起きる可能性がある。そこで、メンテ作業者Ｘ１１は、現場２００から防災システム１を
回収すると、再利用に向けての準備として、防災システム１の清掃を行う。
【０１１０】
　なお、商業ビルの建設が完了した後（竣工後）、商業ビルには、防災システム１とは別
の防災システムが設置される。言い換えると、貸与された防災システム１とは別の防災シ
ステムが、建設期間（活動期間）後において現場２００に設置される。「別の防災システ
ム」は、例えば、全て新品の防災機器２を含む。「別の防災システム」の防災機器２の種
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類及び数は、貸与された防災システム１と同じでもよいが、基本的には異なることを想定
する。本実施形態のように建設物が商業ビルであれば、「別の防災システム」は、複数の
感知器２１に加えて、受信機、発信機及び非常放送設備等を含む自動火災報知設備である
。このように、建設期間後には「別の防災システム」が設置されるため、貸与する防災シ
ステム１については、竣工までの繋ぎとして、簡易性を重視したものを提供しやすくなる
。
【０１１１】
　ただし、防災システム１は、建設期間（活動期間）後においても現場２００に継続的に
設置される防災機器２を１つ以上含んでもよい。例えば、建設後の商業ビルにテナントが
入るまでの期間、更にはテナントが入った後も、１つ以上の防災機器２が、そのまま天井
面に設置されてもよい。この場合も、建設後の商業ビルに対して、新たに別の防災機器２
を導入して設置する手間やコストが省け、貸与された防災システム１の有効利用を図るこ
とができる。
【０１１２】
　防災システム１は、建設期間（活動期間）の終了時点で、管理者Ｘ１による買取が可能
となる防災機器２を１つ以上含んでもよい。例えば、貸与された１つ以上の防災機器２を
、建設会社５０２が買い取ってもよいし、建設後の商業ビルのビル管理を警備会社５０３
が行う場合、警備会社５０３が買い取ってもよい。この場合も、貸与された防災システム
１の有効利用を図ることができる。管理者Ｘ１は、買い取った１つ以上の防災機器２に対
応する対価を依頼者（施主）に請求してもよい。
【０１１３】
　（２．４）使用期限の管理
　本実施形態の支援部３１は、上述した貸与状況情報の管理に加えて、防災システム１に
関する使用期限及び（貸与された）使用回数のうち少なくとも一方（ここでは例えば両方
）に関する情報を管理する。言い換えると、管理工程では、防災システム１に関する使用
期限及び（貸与された）使用回数のうち少なくとも一方に関する情報を更に管理する。
【０１１４】
　具体的には、上述の通り本実施形態の防災システム１の各防災機器２は、外部電源から
の電力が得られにくい建設中の現場２００に設置されることから、（内蔵）バッテリーか
らの電力で動作する。しかし、例えば貸与期間中に感知器２１の電池（バッテリー２１２
）切れが発生すると、現場２００で失報が発生する可能性がある。また防災システム１は
、上述の通り、複数の現場２００で再利用されるため、防災機器２が常時貸与中である可
能性がある。
【０１１５】
　そこで、支援部３１は、防災システム１に関する使用期限を、防災機器２ごとに管理す
る。支援部３１は、各防災機器２の交換時期（例えば１０年）、及び（内蔵）バッテリー
の交換時期（例えば数年）等に基づく「使用期限」を、記憶部３４に記憶して管理する。
支援部３１は、例えば定期的に、使用期限の終了間際の防災機器２が存在するか否かを判
定し、判定結果をメンテサーバ４又は提示装置６等に通知する。使用期限の終了間際の防
災機器２が存在すれば、メンテ作業者Ｘ１１は、その防災機器２を貸与の対象から除外す
る、或いはバッテリーの交換を行う。
【０１１６】
　特に、支援部３１は、貸与状況情報に基づいて、現在貸与中にある防災システム１の中
に、使用期限の終了間際の防災機器２が存在すれば、交換通知をメンテサーバ４又は提示
装置６等に通知する。つまり、リース会社５００は、交換通知により、現場２００に設置
中の対象の防災機器２（又はバッテリーのみ）を交換するようにメンテナンス会社５０１
に依頼する。
【０１１７】
　また支援部３１は、防災システム１の使用回数（実績回数）も、防災機器２ごとに記憶
部３４に記憶して管理する。支援部３１は、各防災機器２の使用回数を、例えば、１回の
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貸与につき「＋１」、つまり、ある現場２００に設置されて回収されたことで「＋１」カ
ウントする。使用回数が多いほど、防災機器２が劣化している可能性が高くなる。支援部
３１は、例えば定期的に、使用回数が、閾値の回数に到達した防災機器２が存在するか否
かを判定し、判定結果をメンテサーバ４又は提示装置６等に通知する。
【０１１８】
　閾値は、複数設定されてもよい。この場合、支援部３１は、例えば使用回数が第１閾値
に到達すると、その防災機器２の動作検査を実施するように通知する。また支援部３１は
、使用回数が第１閾値より大きい第２閾値に到達すると、その防災機器２を貸与の対象か
ら除外するように通知する。
【０１１９】
　このように、使用期限及び使用回数のうち少なくとも一方に関する情報を管理すること
で、例えば交換時期の近い防災機器２が現場２００に設置されてしまう可能性を低減でき
る。
【０１２０】
　（２．５）遠隔監視
　本実施形態の防災支援システム１００において、貸与された防災システム１は、遠隔で
管理又は監視が可能に構成される。
【０１２１】
　本実施形態の防災システム１は、上述の通り、現場２００で火災の発生を検知すると外
部に、その旨を通知する。言い換えると、防災支援方法は、少なくとも防災の対象となる
事象（ここでは火災）が現場２００で発生した場合に、その旨を外部装置５に通知する通
知工程を更に含む。防災システム１の通信装置２４は、上述の通り、アダプタ２３から移
報を受けると、火災情報を示す無線信号を生成して、情報端末７１、監視サーバ７０及び
警備サーバ８等の外部装置５に送信する。したがって、建設会社５０２や警備会社５０３
は、遠隔で、現場２００の火災の有無を監視できる。結果的に、貸与される防災システム
１であっても外部通知という機能を容易に提供でき、利便性が向上される。なお、本実施
形態では、火災情報は、ビッグデータとして収集及び分析するために、後述する環境情報
とセットで、支援サーバ３へも送信される。
【０１２２】
　防災システム１の通信装置２４は、火災の発生を検知した時だけ外部に情報を送信する
だけでない。通信装置２４は、現場２００の環境情報を、例えば定期的に支援サーバ３に
送信する。
【０１２３】
　環境情報は、例えば、現場２００における周囲温度、及び湿度等を含み得る。また環境
情報は、現場２００の空気質、すなわち空気中に含まれる物質の種類及び濃度に応じた検
知量に関する情報を含み得る。さらに環境情報は、現場２００の画像（静止画又は動画）
を含み得る。本実施形態の防災システム１は、温湿度センサ、空気質センサ、及び撮像部
（カメラ等）を有している。これらのセンサ及び撮像部は、感知器２１、アダプタ２３、
照明機器２２、及び通信装置２４のいずれかに付設されることを想定するが、これらとは
別体に設けられてもよい。感知器２１の検知部２１６が光電式である場合、空気質に関す
る情報は、検知部２１６で検知される検知信号から得られる情報でもよい。また環境情報
は、通信状況に関する情報（受信信号強度等）を含んでもよい。
【０１２４】
　通信装置２４は、環境情報を、例えば１日に数回定期的に支援サーバ３へ送信する。ま
た通信装置２４は、火災の発生時において、火災情報とセットで発生時点の環境情報を支
援サーバ３へ送信する。環境情報は、支援サーバ３からの環境要求信号に応じて送信され
てもよい。
【０１２５】
　例えば、支援部３１は、環境情報に基づき、現場２００の状況を分析する。また支援部
３１は、各防災機器２が現場２００の特定の場所に正しく設置されているか否かを分析す
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る。支援部３１は、分析の結果、もし防災機器２の設置台数が誤っていたり、防災機器２
が特定の場所と異なる場所に設置されていたりすれば、エラー通知をメンテサーバ４等に
通知する。
【０１２６】
　また支援部３１は、環境情報に基づき、その現場２００にとって、より適した防災機器
２の設置位置を再提案する。例えば、支援部３１は、環境情報から、設置中のある感知器
２１が、粉塵等の多い場所に設置されていることを分析結果として得ると、その感知器２
１を移設するようにメンテサーバ４等に通知する。
【０１２７】
　このように、支援サーバ３は、現場２００における防災システム１の設置状況を、環境
情報を通じて、現場２００の外部から遠隔で管理又は監視する。言い換えると、防災支援
方法は、現場２００における防災システム１の設置状況を現場２００の外部から遠隔で管
理又は監視する状況工程を更に含む。したがって、現場２００の外部からでも容易に防災
システム１の設置状況を把握することができる。
【０１２８】
　貸与中の防災システム１から得られる環境情報は、ビッグデータとして、収集及び分析
され得る。例えば、支援部３１は、火災発生時の環境情報に基づき、火災が発生した要因
を分析する。また支援部３１は、多数の現場２００から収集された環境情報を分析して、
防災機器２の最適な設置場所を機械学習モデルに反映させる。
【０１２９】
　ところで、現場２００に設置される防災機器２は、建築後の通常の建物に設置されるも
のとは異なる機能又は仕様を有していてもよい。例えば、感知器２１（アダプタ２３又は
通信装置２４でもよい）は、火災を検知していない監視状態において、定期的に（例えば
数時間ごとに）「正常です」といった音声メッセージを出力してもよい。定期的に音声メ
ッセージを出力することで、周囲の現場作業員に対して安心感を与えることができ、火災
に対する注意喚起にもなる。
【０１３０】
　また感知器２１は、喧騒な現場２００に設置されることを考慮して、感知器２１の警報
音の音量は、一般的な感知器の音量よりも高く設定されてもよい。
【０１３１】
　音声メッセージの設定（メッセージ内容の変更等）及び警報音の音量調整等は、支援サ
ーバ３、監視サーバ７０、又は情報端末７１等からの遠隔制御によって行えることが好ま
しい。また環境情報を考慮して、火災検知に関する感知器２１の感度調整も、支援サーバ
３、監視サーバ７０、又は情報端末７１等からの遠隔制御によって行えることが好ましい
。感度は、昼間と夜間とで切り替わるように設定されてもよい。
【０１３２】
　（２．６）助言情報の提示
　ところで、現場２００の活動エリア３００は、建設の進行状況に応じて、その形状又は
規模の少なくとも一方が変化し得る。図４は、時系列で、現場２００の活動エリア３００
の形状と規模の両方が変化している様子を模式的に示す。図４に示すように、例えば、着
工して第１週目では、１階の約半分の領域までの鉄骨の組立てが完了している。第２週目
では、１階全ての領域の鉄骨の組立てが完了している。第３週目では、２階の約半分の領
域までの鉄骨の組立てが完了している。活動エリア３００の変化に応じて仮設の足場や、
防音防塵シート等（図４では図示を省略）も設置されていく。
【０１３３】
　そのため、防災システム１の設置作業を行うメンテ作業者Ｘ１１にとっては、どの種類
の防災機器２をどこに設置するべきか、容易に判断できない可能性がある。特に建設期間
中で、壁面や天井面が未だ完成していない状態において、感知器２１の設置場所を決定す
ることは、建築後の建造物に対して消防法に基づいて感知器２１を設置する場合に比べて
、容易ではない可能性がある。
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【０１３４】
　そこで、提示部３２は、現場２００の管理者Ｘ１（例えばメンテ作業者Ｘ１１）に対し
て、防災システム１の設置に関する助言情報を提示するように構成される。言い換えると
、防災支援方法は、現場２００の管理者Ｘ１に対して、防災システム１の設置に関する助
言情報を提示する提示工程を含む。
【０１３５】
　メンテ作業者Ｘ１１は、１つの現場２００に対して、建設の進行状況に応じて段階的に
防災機器２の設置作業を行う。支援サーバ３は、例えばＢＩＭデータに基づき、設置作業
を何段階に分けて行うかを決定して、設置スケジュール情報を生成する。支援サーバ３は
、設置スケジュール情報及び貸与情報Ｍ１に応じて、設置要求をメンテサーバ４又は提示
装置６等に送信する。メンテ作業者Ｘ１１は、設置要求に含まれる設置スケジュール情報
に従って設置作業を行う。
【０１３６】
　設置スケジュール情報は、例えば、第１週目（設置予定日：４月７日）、設置場所：１
階、種類：感知器（設置数５台）、種類：アダプタ（設置数１台）、種類：通信装置（設
置数１台）、及び、種類：照明機器（設置数１台）という情報を含み得る。また設置スケ
ジュール情報は、例えば、第２週目（設置予定日：４月１４日）、設置場所：２階、種類
：感知器（設置数５台）、及び、移設：アダプタという情報を含み得る。ここでいう「移
設」は、建設の進行状況によって活動エリア３００の形状及び規模が変化するため、無線
の通信環境も変化し得るため、当初１階に設置していたアダプタ２３を２階に移設するこ
とが望ましい場合に予定される。
【０１３７】
　提示部３２は、設置スケジュール情報と貸与情報Ｍ１とに基づいて、助言情報を生成し
て、メンテ作業者Ｘ１１が携帯する提示装置６に送信し、表示部６０を通じて提示させる
（図５参照）。ここで助言情報は、現場２００への設置が推奨される防災システム１を特
定するための特定情報を含む。特定情報は、防災機器２の種類情報、及び台数情報等を含
む。なお、貸与情報Ｍ１の第１情報における台数情報は、その現場２００に設置される最
大の台数を示す情報であるため、図４における第１週目又は第２週目等で設置される台数
は、第１情報の台数情報が示す台数以下となり得る。
【０１３８】
　また助言情報は、現場２００における防災システム１の設置位置を特定するための位置
情報を含む。本実施形態では一例として、提示部３２は、図５に示すように、提示装置６
の表示部６０に、感知器２１の設置が推奨される活動エリア３００の二次元のマップ情報
６００を画面表示させる。そして、提示部３２は、そのマップ情報６００に、推奨される
防災機器２の位置を示すマーカＰ１を重畳させる。図５では、例えば現場２００の１階の
見取り図が、表示部６０に模式的に表示されている。また図５では、感知器２１、アダプ
タ２３、照明機器２２、及び通信装置２４を、それぞれ異なるマーカＰ１で示している。
【０１３９】
　図５では、アダプタ２３、照明機器２２、及び通信装置２４のマーカＰ１は、マップ情
報６００上の出入口付近に表示されている。言い換えると、ここでは一例として、通信状
況及び避難誘導等を考慮して、アダプタ２３、照明機器２２、及び通信装置２４を出入口
付近に設置することが、提示部３２から助言されている。
【０１４０】
　位置情報は、防災機器２の取付の「向き」に関する情報を含むことが好ましい。例えば
、感知器２１の場合、位置情報は、操作ボタン等が設けられているその前面を、鉛直下方
、或いは水平方向に向ける、といった情報を含むことが好ましい。
【０１４１】
　なお、助言情報は、特定情報及び位置情報以外にも、現場２００の場所、及び設置日（
予定日）に関する情報も含む。図５では、画面の左上の表示領域６０１に、「第１現場」
及び設置日を示す「４月７日」という文字列情報が表示されている。「第１現場」の表示
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領域をタップ操作することで、第１現場２０１の住所、及び請け負っている建設会社５０
２の名称等が表示される。また図５では、画面の中央より下の表示領域６０２に、上述し
た特定情報が表示されている。
【０１４２】
　マップ情報６００上における各マーカＰ１をタップ操作すると、更に詳細な設置位置を
示す情報がポップアップ表示される。例えば、図６Ａに示すように、設置対象となる鉄骨
Ｔ１、及び鉄骨Ｔ１に設置された状態の感知器２１を示す三次元の合成画像が表示される
。鉄骨Ｔ１の画像は、その現場２００のＢＩＭデータから取得される。この場合に、三次
元の合成画像を表示することで、防災機器２の取付の「向き」に関する情報も視覚的に提
供できる。
【０１４３】
　メンテ作業者Ｘ１１は、提示装置６にて提示アプリを起動することで、助言情報を確認
できる。このように助言情報が提示されることで、防災システムの設置に関する容易性が
向上される。助言情報のうち少なくとも一部の情報は、メンテ作業者Ｘ１１だけでなく、
建設会社５０２の者（例えば現場監督Ｘ１０等）とも共有されてもよい。
【０１４４】
　助言情報は、建設期間（活動期間）における建設（活動）の進捗状況を表す進捗情報に
基づいて提示される情報であることが好ましい。具体的には、建設工事は、例えば雨天等
によって当初の建築計画よりも遅延する可能性がある。そこで、支援サーバ３は、建設会
社５０２のサーバ（例えば監視サーバ７０等）から工事の進捗情報を取得する。進捗情報
は、ＢＩＭデータに基づく情報でもよいし、現場監督Ｘ１０から情報端末７１を通じて入
力される情報でもよい。進捗情報は、例えば、現時点で３階までの鉄骨の組立てが完了し
たという情報を含み得る。
【０１４５】
　支援サーバ３は、その現場２００での建設期間中において、進捗情報に基づき、設置ス
ケジュール情報を最新の状態に更新する。提示部３２は、更新後の設置スケジュール情報
に基づいて助言情報を生成して、提示装置６の表示部６０を通じて提示させる。結果的に
、実際の進捗状況に適した助言情報が提示される可能性が高くなる。そのため、メンテ作
業者Ｘ１１は、同一の現場２００における次回の設置予定日（例えば２階フロアの設置予
定日）をより正確に知ることができる。
【０１４６】
　同一の現場２００に対して防災機器２を進行状況に応じて別々の日に段階的に設置する
場合、提示部３２は、例えば教師あり学習により学習された機械学習モデルにより、設置
予定日ごとに防災機器２の最適な種類と台数とを自動的に決定して提示する。さらに本実
施形態では、例えばメンテ作業者Ｘ１１が、提示装置６にて提示アプリを起動して、ある
日の設置予定の防災機器２の種類及び台数等を入力することも可能である。
【０１４７】
　ここで、本実施形態の提示部３２は、建設期間（活動期間）内の特定日の日程に対する
助言情報を提示するように構成される。言い換えると、提示工程にて、建設期間（活動期
間）内の特定日の日程に対する助言情報を提示する。特定日は、建設期間内の日であれば
任意であり、ここでは、設置予定日であることを想定する。具体的には、助言情報は、推
奨される防災システム１の設置位置に関して、時系列でデータ構造が構築されており、特
定日（設置予定日）の時点における、建設の進行状況を考慮したマップ情報６００を含む
。例えば、メンテ作業者Ｘ１１は、提示アプリを起動して設置予定日を指定し、設置予定
の防災機器２の種類及び台数等を入力（日程）することで、指定した設置予定日に関する
助言情報を確認できる。助言情報は、予定（建築計画）に基づくマップ情報６００と、推
奨される特定情報とが提示される。したがって、特定日の日程に適した助言情報が提示さ
れる可能性が高くなる。
【０１４８】
　なお、支援サーバ３は、助言情報として、防災機器２に対する清掃等のメンテナンスの
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方法を提示装置６から提示してもよい。この場合、メンテ作業者Ｘ１１は、提示装置６か
らの助言情報を確認しながら、感知器２１の清掃を行うことができる。
【０１４９】
　（２．７）動作説明
　以下、統合システムＡ１の動作について、図７及び図８を参照しながら簡単に説明する
。ただし、以下の動作の順序は、単なる一例であり特に限定されない。
【０１５０】
　［動作例１］
　先ず貸与される防災システム１の第１現場２０１に対する設置までの流れについて図７
のシーケンス図を参照しながら説明する。
【０１５１】
　建設会社５０２の者が携帯する情報端末７１（又は監視サーバ７０でもよい）は、第１
現場２０１に対する防災システム１の貸与要求を支援サーバ３に送信する（ステップＳ１
）。貸与要求は、例えば、第１現場２０１に関するＢＩＭデータを含む。支援サーバ３は
、貸与要求を受信すると、第１現場２０１の規模等に応じて防災機器２の台数、及び種類
を含む提案情報を生成して（ステップＳ２：提案処理）、情報端末７１に送信する（ステ
ップＳ３）。
【０１５２】
　情報端末７１は、提案情報を受信すると、提案内容を画面表示する（ステップＳ４）。
情報端末７１は、建設会社５０２の者からの操作入力に応じて、提案情報に対する回答情
報を送信する（ステップＳ５）。支援サーバ３は、受信した回答情報が肯定的な回答を含
む場合、貸与情報Ｍ１を生成する（ステップＳ６）。また支援サーバ３は、設置スケジュ
ール情報を生成する（ステップＳ７）。なお、支援サーバ３は、受信した回答情報が否定
的な回答を含む場合、別の提案情報を生成して再提案する。
【０１５３】
　支援サーバ３は、生成した貸与情報Ｍ１及び設置スケジュール情報に応じて、設置要求
をメンテサーバ４に送信して（ステップＳ８）、メンテナンス会社５０１に、第１現場２
０１への防災システム１の設置を依頼する。メンテサーバ４が設置要求を受信したことに
応じて、メンテ作業者Ｘ１１は、設置スケジュール情報に従い、設置対象の防災機器２を
準備して第１現場２０１まで搬送し、設置作業を行う。
【０１５４】
　ここでメンテ作業者Ｘ１１は、第１現場２０１で設置作業を行う際に、防災システム１
の設置に関する助言を欲しい場合がある。特に、第１現場２０１の活動エリア３００は、
建設の進行状況に応じて形状及び規模が変化し得るため、メンテ作業者Ｘ１１は、各防災
機器２の設置場所を容易に判断できない場合がある。そこで、提示装置６は、メンテ作業
者Ｘ１１からの操作入力に応じて、助言情報を要求する助言要求（信号）を支援サーバ３
に送信する（ステップＳ９）。
【０１５５】
　支援サーバ３は、助言要求を受信すると、第１現場２０１に関する助言情報を生成して
（ステップＳ１０）、提示装置６に送信する（ステップＳ１１）。その結果、助言情報が
、提示装置６の表示部６０から提示され（ステップＳ１２）、メンテ作業者Ｘ１１は、助
言情報を参考にしながら、防災システム１の設置を行える。
【０１５６】
　メンテ作業者Ｘ１１は、防災機器２の設置が完了すると、その旨を提示装置６に入力す
る（ステップＳ１３：設置完了の受付）。提示装置６は、その入力に応じて、設置完了を
示す設置完了信号を支援サーバ３に送信する（ステップＳ１４）。メンテ作業者Ｘ１１は
、例えば、設置した防災機器２の様子を提示装置６に備え付けのカメラ等で撮像する。提
示装置６は、設置完了信号に撮像した画像を含めて送信する。
【０１５７】
　支援サーバ３は、設置完了信号を受信すると、予定されていた防災機器２の第１現場２
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０１への設置が完了した設置完了フラグを貸与情報Ｍ１に立てる（ステップＳ１５）。な
お、設置完了フラグは、適切に防災機器２が設置されていると判断された場合に立てられ
ることが好ましい。その判断は、支援サーバ３が、設置完了信号に含まれる画像の分析に
よって自動的に行われてもよいし、人（例えばリース会社５００の担当者）が直接画像を
確認することで行われてもよい。
【０１５８】
　その後、支援サーバ３は、第１現場２０１に対する貸与期間が終了間際になると、回収
要求をメンテサーバ４に送信して、メンテナンス会社５０１に、第１現場２０１からの防
災システム１の回収を依頼する。
【０１５９】
　［動作例２］
　次に第１現場２０１に設置された防災システム１の動作について図８のシーケンス図を
参照しながら説明する。
【０１６０】
　設置された防災システム１の通信装置２４は、センサ等で得られる第１現場２０１の環
境情報を定期的に支援サーバ３に送信する（ステップＳ２１）。
【０１６１】
　ここで例えばある感知器２１（子機）が火災を検知したとする（ステップＳ２２）。感
知器２１（子機）は、警報音を発報し、さらに無線で連動信号を感知器２１（親機）に送
信する（ステップＳ２３）。感知器２１（親機）は、連動信号を受信すると、警報音を発
報し、さらに他の感知器２１（子機）にも発報を連動させるために連動信号を送信する（
ステップＳ２４：連動実行）。
【０１６２】
　さらに感知器２１（親機）は、火災を検知した旨を示す警報信号を無線でアダプタ２３
に送信する（ステップＳ２５）。
【０１６３】
　アダプタ２３は、警報信号を受信すると、移報接点をオンにする（ステップＳ２６）。
その結果、照明機器２２は、移報出力を受けて点灯する（ステップＳ２７）。さらに通信
装置２４は、移報出力を受けて、火災情報を情報端末７１及び監視サーバ７０等の外部装
置５へ送信させる（ステップＳ２６：外部通知）。情報端末７１では、通知アプリが起動
し、火災が発生した第１現場２０１を特定可能な情報（住所等）が通知される。
【０１６４】
　なお、外部通知を受けて駆け付けた建設会社５０２の者又は警備員Ｘ１３が、火元を確
認した結果、誤報だと分かれば、アダプタ２３の操作ボタンを押すことで、感知器２１の
発報及び照明機器２２の点灯が停止する。
【０１６５】
　［利点］
　上記動作例１及び動作例２で説明したように、本実施形態によれば、防災システム１を
貸与して、活動期間中において現場２００に対して防災機能を構築する。そのため、コス
ト面等の問題に起因して防災強化は容易に実現しにくい現場２００に対して、貸与による
防災システム１によって解消される可能性が高くなる。結果的に、防災支援システム１０
０には、現場２００での防災強化を実現しやすくすることができる、という利点がある。
【０１６６】
　また上記動作例１で説明したように、本実施形態によれば、防災システム１の設置に関
する助言情報を提示する。そのため、建設の進行状況に応じて形状及び規模が変化し得る
活動エリア３００の現場２００に対して、防災システム１の設置を容易に行える可能性が
高くなる。結果的に、防災支援システム１００には、現場２００への防災システム１の設
置に関する容易性の向上を図ることができる、という利点がある。
【０１６７】
　（３）変形例
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　上記実施形態は、本開示の様々な実施形態の一つに過ぎない。上記実施形態は、本開示
の目的を達成できれば、設計等に応じて種々の変更が可能である。また、上記実施形態に
係る防災支援システム１００と同様の機能は、防災支援方法、コンピュータプログラム、
又はコンピュータプログラムを記録した非一時的記録媒体等で具現化されてもよい。
【０１６８】
　以下、上記実施形態の変形例を列挙する。以下に説明する変形例は、適宜組み合わせて
適用可能である。以下では、上記実施形態を「基本例」と呼ぶこともある。
【０１６９】
　本開示における防災支援システム１００は、コンピュータシステムを含んでいる。コン
ピュータシステムは、ハードウェアとしてのプロセッサ及びメモリを主構成とする。コン
ピュータシステムのメモリに記録されたプログラムをプロセッサが実行することによって
、本開示における防災支援システム１００としての機能が実現される。プログラムは、コ
ンピュータシステムのメモリに予め記録されてもよく、電気通信回線を通じて提供されて
もよく、コンピュータシステムで読み取り可能なメモリカード、光学ディスク、ハードデ
ィスクドライブ等の非一時的記録媒体に記録されて提供されてもよい。コンピュータシス
テムのプロセッサは、半導体集積回路（ＩＣ）又は大規模集積回路（ＬＳＩ）を含む１な
いし複数の電子回路で構成される。ここでいうＩＣ又はＬＳＩ等の集積回路は、集積の度
合いによって呼び方が異なっており、システムＬＳＩ、ＶＬＳＩ（Very Large Scale Int
egration）、又はＵＬＳＩ（Ultra Large Scale Integration）と呼ばれる集積回路を含
む。さらに、ＬＳＩの製造後にプログラムされる、ＦＰＧＡ（Field-Programmable GateA
rray）、又はＬＳＩ内部の接合関係の再構成若しくはＬＳＩ内部の回路区画の再構成が可
能な論理デバイスについても、プロセッサとして採用することができる。複数の電子回路
は、１つのチップに集約されていてもよいし、複数のチップに分散して設けられていても
よい。複数のチップは、１つの装置に集約されていてもよいし、複数の装置に分散して設
けられていてもよい。ここでいうコンピュータシステムは、１以上のプロセッサ及び１以
上のメモリを有するマイクロコントローラを含む。したがって、マイクロコントローラに
ついても、半導体集積回路又は大規模集積回路を含む１ないし複数の電子回路で構成され
る。
【０１７０】
　また、防災支援システム１００における複数の機能が、１つのハウジング内に集約され
ていることは必須の構成ではない。防災支援システム１００の構成要素は、複数のハウジ
ングに分散して設けられていてもよい。具体的には、基本例では防災支援システム１００
における複数の機能が全て１台の支援サーバ３に集約されているが、その一部又は全部の
機能が、メンテサーバ４、監視サーバ７０、及び警備サーバ８等に分散して設けられても
よい。
【０１７１】
　反対に、防災支援システム１００における複数の機能が、基本例のように、１つのハウ
ジング内に集約されてもよい。さらに、防災支援システム１００の少なくとも一部の機能
、例えば、防災支援システム１００の一部の機能がクラウド（クラウドコンピューティン
グ）等によって実現されてもよい。
【０１７２】
　基本例では、防災システム１がリース会社５００から貸与されることを想定していた。
しかし、本開示における「助言情報を提示する」防災支援方法において、防災システム１
が「貸与」されるシステムであることは必須ではない。防災システム１は、例えば、建設
会社５０２がメーカから購入して現場２００に設置されるシステムでもよい。
【０１７３】
　（４）まとめ
　以上説明したように、第１の態様に係る防災支援方法は、提示工程を含む。提示工程に
て、建設又は建造に関する活動の進行状況に応じて活動エリア（３００）の形状又は規模
の少なくとも一方が変化する現場（２００）の管理者（Ｘ１）に対して、少なくとも１つ
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の防災機器（２）を含む防災システム（１）の設置に関する助言情報を提示する。第１の
態様によれば、現場（２００）への防災システム（１）の導入設置に関する容易性の向上
を図ることができる。
【０１７４】
　第２の態様に係る防災支援方法に関して、第１の態様において、助言情報は、現場（２
００）への設置が推奨される防災システム（１）を特定するための特定情報を含む。第２
の態様によれば、防災システムの導入設置に関する容易性が更に向上される。
【０１７５】
　第３の態様に係る防災支援方法に関して、第１又は第２の態様において、助言情報は、
現場（２００）における防災システム（１）の設置位置を特定するための位置情報を含む
。第３の態様によれば、防災システムの導入設置に関する容易性が更に向上される。
【０１７６】
　第４の態様に係る防災支援方法に関して、第１～第３の態様のいずれか１つにおいて、
助言情報は、活動が実施される活動期間における活動の進捗状況を表す進捗情報に基づい
て提示される情報である。第４の態様によれば、進捗状況に適した助言情報が提示される
可能性が高くなる。
【０１７７】
　第５の態様に係る防災支援方法に関して、第１～第４の態様のいずれか１つにおいて、
提示工程にて、活動が実施される活動期間内の特定日の日程に対する助言情報を提示する
。第５の態様によれば、特定日の日程に適した助言情報が提示される可能性が高くなる。
【０１７８】
　第６の態様に係る防災支援方法は、第１～第５の態様のいずれか１つにおいて、現場（
２００）における防災システム（１）の設置状況を現場（２００）の外部から遠隔で管理
又は監視する状況工程を更に含む。第６の態様によれば、現場（２００）の外部からでも
容易に防災システム（１）の設置状況を把握することができる。
【０１７９】
　第７の態様に係る防災支援方法は、第１～第６の態様のいずれか１つにおいて、防災シ
ステム（１）に関する使用期限及び使用回数のうち少なくとも一方に関する情報を管理す
る管理工程を更に含む。第７の態様によれば、例えば交換時期の近い防災機器（２）が現
場（２００）に設置されてしまう可能性を低減できる。
【０１８０】
　第８の態様に係る防災支援方法は、第１～第７の態様のいずれか１つにおいて、管理者
（Ｘ１）に対して、防災システム（１）を貸与して、活動が実施される活動期間中におい
て現場（２００）に対して防災機能を構築する支援工程を更に含む。第８の態様によれば
、現場（２００）での防災強化を実現しやすくすることができる。
【０１８１】
　第９の態様に係るプログラムは、１以上のプロセッサに、第１～第８の態様のいずれか
１つにおける防災支援方法を実行させるためのプログラムである。第９の態様によれば、
現場（２００）への防災システムの導入設置に関する容易性の向上を図ることが可能な機
能を提供できる。
【０１８２】
　第１０の態様に係る防災支援システム（１００）は、少なくとも１つの防災機器（２）
を含む防災システム（１）と、提示部（３２）と、を備える。提示部（３２）は、建設又
は建造に関する活動の進行状況に応じて活動エリア（３００）の形状又は規模の少なくと
も一方が変化する現場（２００）の管理者（Ｘ１）に対して、防災システム（１）の設置
に関する助言情報を提示する。第１０の態様によれば、現場（２００）への防災システム
の導入設置に関する容易性の向上を図ることが可能な防災支援システム（１００）を提供
できる。
【０１８３】
　第２～第８の態様に係る構成については、防災支援方法に必須の構成ではなく、適宜省
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【符号の説明】
【０１８４】
　１００　防災支援システム
　１　防災システム
　２　防災機器
　２００　現場
　３００　活動エリア
　３２　提示部
　Ｘ１　管理者

【図１】 【図２】
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